
3　世論調査・アンケート調査等

　　（１）　世論調査・アンケート調査

担当課 名　　　　称 調査の目的 調査項目 調査方法 対象地域 調査対象者及び人数 実施期間 調査機関 経　費

総合企画部
政策企画課

地方創生に係る
アンケート

本県における地方創生の着実
な実現のためには、特に若い世
代に居住地として選ばれること
が重要であり、魅力ある雇用の
場を創出し、結婚・出産・子育て
の希望をかなえる環境の整備な
どを進めることが必要である。そ
のため、今後の本県の各種施
策をより効果的に実施していく
ため、定住に関する意識等につ
いてアンケートを実施する。

・将来の進路や就職に関する
希望
・将来の居住地の希望
・千葉県が居住地として選ば
れるために必要なこと
・地域への興味・関心

県内の大学・短期大
学（４校）及び県立・
私立高等学校に、ア
ンケート調査票を郵
送し回答を回収。

県内 ・大学・短期大学　計4校
（887人）
・県立高等学校・私立高等
学校　計30校　（1,152人）

令和元年6
月～7月

県 630千円

健康福祉部健
康づくり支援
課

生活習慣に関す
るアンケート調査

県民の健康に係る生活習慣の
現状を把握し、健康に関する課
題を明らかにし、今後の健康づ
くり施策の推進等に必要な基礎
資料を得るため。

健康状態、栄養・食生活、身
体活動・運動、休養・心の健
康、喫煙、飲酒、歯・口腔、が
んなど12項目

無作為に抽出した
県民に調査票を郵
送し、回収すること
により実施

県内全54市町
村を調査対象地
域とし、県内を
13健康福祉セン
ター（保健所）と
3市保健所の16
保健所圏に分類
してサンプル抽
出

満15歳以上の男女16,000
人
回収数　5,977人
有効回答数　5,806人

令和元年
10月～11
月

県 7,188千円

健康福祉部
健康づくり支
援課

がん患者の就労
支援に関する事
業所実態調査

千葉県内のがん患者やその家
族・経験者の就労に関するニー
ズや課題を明らかにし、今後の
がん患者の就労に関する対策
検討に活用することを目的とし
て実施。

・法人の概要・制度
・従業員及びその家族が私傷
病になった時の対応
・従業員の仕事と治療の両立
の実現に向けた課題や今後
の方針

県内の事業者（16業
種）に調査依頼を郵
送し、回答を回収。

県内 県内に事業所のある個人
企業及び法人（農林漁業
を除く）
・配布数：3,000事業所
・回答数：620件

令和元年7
月～8月

県 85千円

健康福祉部
子育て支援課

子育て
アンケート

次世代育成支援対策の推進の
ため

・子 供どもを生み育てやすい
と感じているか
・子育てを楽しいと感じること
が多いか　等

1歳6か月児健診の
問診票の送付時に
アンケート用紙を同
封し、健診日当日に
回収

県内市町村 各市町村の1歳6か月児を
養育中の保護者
・配布数　6,704名
・回答数　5,027名

平成３１年
4月〜令和
元年８月

県 無

環境生活部県
民生活・文化
課

千葉県ＮＰＯ法
人実態調査

千葉県県民活動推進計画（平
成30～32年度）の基礎資料とす
るとともに、今後の県民活動を
推進する施策や事業展開の参
考資料とするため

事業・活動全般の状況、財政
状況、連携・協働、評価決定
プロセス・情報発信・政策提
言、東京2020オリンピック・パ
ラリンピックについて

調査票の郵送及び
ホームページ掲載
による告知
FAXまたはホーム
ページによる回答

全県 千葉県認証NPO法人およ
び千葉市認証NPO法人約
2,000団体
有効回答数約600団体

令和2年
1月～2月

県 無
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担当課 名　　　　称 調査の目的 調査項目 調査方法 対象地域 調査対象者及び人数 実施期間 調査機関 経　費

環境生活部県
民生活・文化
課

都市ボランティア
アンケート

都市ボランティア応募以降の意
識変化等について調査を行うた
め

都市ボランティア応募以降の
意欲の高まり、新たなボラン
ティア経験の有無、大会終了
後のボランティア継続意向等
について

eラーニングシステ
ムによる調査

- 都市ボランティア約3,000
名
回答数517件（令和元年4
月末時点）

令和元年
11月～
令和2年4
月

県 無

環境生活部
県民生活・文
化課

文化芸術の振興
に関するアン
ケート調査

文化芸術に関する県民及び関
連団体の関心、要望、意向など
をとらえ、「千葉県文化芸術の
振興に関する条例」第７条に基
づく文化芸術推進基本計画策
定のための基礎資料とするため

(1)県民向け
　：鑑賞（体験）について、自身
の参加・出演について等
(2)関連団体向け
　：会員（加入者）の状況につ
いて、活動状況について等

(1)調査票を郵送し、
回答を郵送・オンラ
インで回収
(2)調査票を郵送し、
回答を郵送で回収

県内 (1)県内に住む満18歳以上
の男女3,000人（有効回収
数1,052人）
(2)県が指定する関連団体
60団体（有効回収数41団
体）

令和元年
9月～10月

県 3,213千円

商工労働部雇
用労働課

ワーク・ライフ・バ
ランス取組状況
調査

千葉県における企業の「仕事と
生活の調和（ワーク・ライフ・バラ
ンス）」の実現に向けた今後の
施策展開の参考とするため、2
年ごとに調査を実施している。

・回答事業所の属性
・働き方改革関連法
・長時間労働の是正
・休暇の取得促進
・不合理な待遇差の解消
・女性の活躍推進
・シニア社員の活躍推進
・職場におけるハラスメントの状
況
・仕事と育児・介護の両立支援
・テレワークについて
・ワーク・ライフ・バランス全般に
ついて

調査票の郵送配付・
郵送回収

県内 県内事業所3600社 令和元年7
月10日から
令和元年8
月30日まで

株式会社
マーケティン
グリサーチ

サービス（一
部委託）

1081千円

企業局総務企
画課

県営水道におけ
る災害に関する
アンケート

お客様（県民）の防災に対する
意識調査をし、より効果的な広
報を実施するため。

・年齢、性別
・災害に備えた飲料水の備蓄
について
・直結給水栓について
・企業局の広報について

イベントで当局の
ブースに来場された
方

県内 回答者数 400人 令和元年
10月20日

企業局 無

企業局
業務振興課

まちかど水道
コーナー・浄
水場見学会等
アンケート調
査

今後の事業運営の参考と
するための意見聴取

・安全でおいしい水につ
いて
・水道事業について

まちかど水道
コーナー・浄水場
見学会等で調査
票を配布・回収

給水区域 まちかど水道コー
ナー・浄水場見学会等
来場者

有効回答人数　4,004
人

令和元年
5月～令
和元年11
月

企業局 365,200円

教育庁教育振
興部
生涯学習課

平成３１年度利
用者アンケート

さわやかちば県民プラザ利用者
の多様なニーズを把握し、サー
ビスの向上を図るため。

・さわやかちば県民プラザを
利用した際の感想・要望等

アンケート投函箱を
設置し、自由記述に
よって調査

県内全域 さわやかちば県民プラザ
利用者

有効回答人数　12人

平成３１年
４月～１０
月（以降施
設利用休
止のため）

さわやかちば
県民プラザ

無

教育庁教育振
興部
生涯学習課

令和元年度利用
者アンケート

各県立図書館利用者の多様な
ニーズを把握し、サービスの向
上を図るため。

・利用者層について
・図書館サービスについての
満足度
・図書館への来館理由
・図書館利用状況について

各県立図書館にア
ンケート投函箱を設
置。直接配付及び
回収

県内全域(県立
図書館の利用
者)

図書館利用者
有効回答人数248人

令和元年
10月27日
～11月9日
(読書週間
に合わせ
て)

各県立図書
館

無
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